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公⺠館と図書館の複合化
（なかまちテラス）

東京都⼩平市 ⼩平市⽴仲町公⺠館・仲町図書館

Ⅰ－①

【ポイント】
• 地域の２つの市⺠利⽤機能を複合化することにより、利便性を向上。
• 公⺠館の講座に合わせた図書館での本の読み聞かせなど、機能間での連携によ

り、サービスが向上。
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⽣涯学習・コミュニティ施設、図書館、
ホール、市役所出張所等の複合化

東京都稲城市
稲城市⽴ iプラザ

Ⅰ－②

【ポイント】
• さまざまな地域の市⺠利⽤施設を、駅前のアクセスに優れた⽴地において、複

合化。
• ⺠間事業者の資⾦・能⼒による整備・運営⽅式（ＰＦＩ⽅式）による複雑な施

設整備・運営を実現。
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【取組の特徴・ポイント】
○ 学校とその他の施設は、同じ建物でありながら、敷地⼊⼝、建物⼊⼝、内部動線の全て

が明確に区分されており、鍵を使わない限り互いに⾏き来ができないようになっている。
学校は地区プールを授業及びクラブ活動で使⽤している。⽔泳指導は教員が⾏っている。
学校が使⽤する場合は、通常時は施錠されている４階の扉の鍵を教員が開けて、児童を
プール側に誘導している。

○ ⼩学校の学校開放部分は１階の北側に集約している。体育館と校庭は学校開放を⾏って
おり、くすのきホールは使⽤許可を得てから使⽤する。いずれの施設も、「開放⽤出⼊
⼝」を利⽤し、学校開放時には⼩学校の教室・管理室に施設利⽤者が⼊らないよう扉を
閉めることにより対応している。

【取組の効果】
○ ⾼機能な屋内プールは、地域住⺠の利⽤にも供しており、また、特⾊ある学校の教育活

動も可能となっている。
○ 学校開放部分とそれ以外の部分を区分するための施錠可能な扉が設けられていることに

より、学校開放時の管理負担の軽減に繋がっている。

【取組後⾒えてきた課題】
○ 改築後約１０年経過しており、設備機器等の改修時期が迫っているが、更新費⽤が⾼額

であるためなかなか進まない。
○ 複合施設の場合、各施設で業務⽇や業務時間帯が異なっており、その中で建物全体の

「停電を伴う電気設備点検」や「避難訓練」等の⽇程調整を⾏う必要がある。
○ 施設の維持管理の業務受託者は３年に１回⼊札で更新となるため、慣れてきたところで

変更になる可能性もあり、施設管理の継続性の部分で難しさがある。
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学校・図書館・公⺠館の複合化
地域との⼀体利⽤

埼⽟県志⽊市 志⽊市いろは遊学館・
いろは遊学図書館・志⽊⼩学校

Ⅰ－⑤

【ポイント】
• ⼩学校と公⺠館・図書館を複合化しただけでなく、図書館については、児童と

地域が同⼀時間に、⼀体的に利⽤。
• 児童と地域住⺠との交流、地域による⾒守り等が実現。
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12
町⽥市・相模原市⾸⻑懇談会資料（2020年1⽉)

町⽥市と相模原市の連携・交流
東京都町⽥市・神奈川県相模原市

Ⅱ－①

【ポイント】
• 都道府県が異なるが隣接している、町⽥市と相模原市において、施設、サービ

スの相互利⽤が進められている。
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奈良県における県・市町村の連携（奈良モデル）
奈良県・奈良県各市町村

Ⅱ－③

【ポイント】
• 県がリードし、県内の市町村間の消防や医療等の組織・施設・サービスの連

携・再編を推進している。
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県と市の図書館の合築
⾼知県・⾼知市

Ⅱ－④

【ポイント】
• 県と市という異なる地⽅公共団体が共同で図書館を設置し、重複機能の合理化、

施設管理の効率化、異なる機能を⼀体的に提供することによるサービスの向上
を図っている。
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隣接⾃治体による⾳楽ホール共同設置・運営

那須野が原ハーモニーホール
栃⽊県⼤⽥原市・那須塩原市

Ⅱ－⑤

• 1994年12⽉に開館した、1,275席の⼤ホール、399席の⼩ホール、約150席
の交流ホールを有するコンサートホールで、⼤⽥原市と旧⻄那須野町（現
那須塩原市）が設置した全国初の⾃治体共同⽂化会館。

• 栃⽊県⼤⽥原市に所在し、⼤⽥原市⽴および那須塩原市⽴の施設と位置付
けられ、ホールの管理に関する事務は⼤⽥原市が実施、運営は指定管理者
制度により公益財団法⼈那須野が原⽂化振興財団が実施。

• 経緯としては、⼤⽥原市と旧⻄那須野町の⾸⻑同⼠の協議の中で、共同で
ホールを設置したいという話で合意がなされていたが、国の補助⾦制度は
無く財源問題が障害となっていた。そこにふるさと創⽣政策の⼀環で、総
務省の地域総合整備事業債による⾼率の地⽅交付税措置が受けられる制度
が活⽤できることになり、事業実施が可能となった。事業費は約90 億円。
整備費⽤負担は当初50:50 ということで協議を開始したが、最終的に⼤⽥原
市70︓旧⻄那須野町30 で結着した。

• 現状の運営費負担割合は、⼤ホールは60:40 としているが、⼩ホールは元々
旧⻄那須野町が保有していたことから、⼤⽥原市が負担している。また⾃
主事業費については60:40 としている。

• 平成の⼤合併の際、旧⻄那須野町は⼤⽥原市と合併せず、那須塩原市との
合併を選択したが、住⺠同⼠はそのようなことは意識せずに、利⽤がなさ
れている。費⽤負担での合意はとれており、平成25年にはパイプオルガン
を設置するなどの、施設の改善も進められている。

【ポイント】
• 全国初の⾃治体共同設置⽂化会館
• ２つの⾃治体が整備費、運営費等を⼀定割合で負担しながら、運営は指定管理

者制度により公益財団法⼈が実施。
• 住⺠からの⽀持が得られており、近年パイプオルガンも設置。







デジタル⼿続法
内閣官房ＩＴ総合戦略本部

Ⅲ－①

【ポイント】
・⾏政のデジタル化が国により推進。以下の３つの基本原則。
①デジタルファースト（個々の⼿続き・サービスが⼀貫してデジタルで完結）
②ワンスオンリー（⼀度提出した情報は⼆度提出しなくてよい）
③コネクテッド・ワンストップ（複数の⼿続き・サービスをワンストップで実現）
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福祉を含めた⼿続きの受付業務の
ワンフロア化

松⼭市役所
愛媛県松⼭市

Ⅲ－②

【ポイント】
• ⾏政窓⼝について、様々な⼿続きをワンフロアで実現する取組みが実施されて

いる(物理的なワンストップ化）。









バーチャル⾏政窓⼝の実証実験
⻄東京市役所東京都⻄東京市
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Ⅲ－⑥

【ポイント】
• ＩＣＴを活⽤して、担当課が配属されていない窓⼝において、担当課に直接確

認・相談ができるシステムの実証実験が実施された。
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空調設備のリース⽅式による整備
（初期投資の平準化）

栃⽊県宇都宮市

【背景】
・近年、最⾼気温が３０℃以上となる真夏⽇が増加する傾向にある中、「夏季休業中の学
習⽀援」や「夏季休業期間の弾⼒化」等を円滑に実施するため、夏季における教育環境
を改善する必要があることから、普通教室等へ空調設備を導⼊した。

・空調設備の導⼊にあたっては、初期投資額の抑制と中⻑期における投資額の平準化
を図るため、リース⽅式（機器の設置及び１３年間の賃貸借）を採⽤した。

【概要】
・設置校数／⼩学校︓６５校、中学校︓２４校（ガス２７校、電気６２校）
・設置台数／２,０８６台
・設置時期／⼩学校︓平成２１年、中学校︓平成２０年
・対象教室／使⽤頻度を考慮して普通教室を中⼼に設置（普通教室、図書室、⾳楽室、地

域開放室（会議室など）、校⻑室、事務室、ランチルーム）
・リース料(１３年間)／⼩学校︓２,９７４,１８８千円、中学校︓１,３００,８６６千円

【運営体制】
・空調設備はリース会社の所有。

【取組の内容】
○リース⽅式による整備
• 都市ガスが整備されている地域はガス⽅式、対象外地域は電気⽅式（深夜電⼒で作った
氷を冷房に利⽤するエコアイス）を採⽤した。

• リース⽅式採⽤に際しては、導⼊までの期間や⼈件費、イニシャルコスト、トータルコ
スト等について、ＰＦＩ⽅式や⼯事での設置等、他の整備⼿法との⽐較検討を⾏い、庁
内の合意形成を図った。

【取組の効果】
○ 財政負担が平準化した。
○ ⼩学校、中学校でそれぞれ⼀⻫に導⼊したため、各学校間の導⼊格差がなく、早期かつ

同時期の整備が可能であった。
○ ⼀括発注のため、⼯事費でスケールメリットが発⽣した。さらに、維持管理についても

リース契約内で実施できる。

【取組後⾒えてきた課題】
○ 同時期の整備であるため、経年劣化により同時期に不具合が起き始めることが想定され

る。
○ 熱源（ガス式か電気式）の選択については、環境⾯とコスト⾯の両⽅から検討する必要

がある。

Ⅳ－②

【ポイント】
• ⾃治体の⼩・中学校全体の空調設備導⼊について、⺠間事業者によるリース⽅

式により実施することにより、財政負担及び維持管理負担の軽減につなげてい
る。

30





32

施設特性に応じた指定管理者制度の評価⽅法
神奈川県横浜市

Ⅳ－④

【ポイント】
• 指定管理者制度の導⼊にあたって、施設特性（同種の施設が多数存在、福祉関

連、専⾨性の⾼い施設等）に応じた第三者評価制度を設定している。




